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はじめに

２０１５年９月の国連サミットにおいて採択された「持続可能な開発のための２

０３０アジェンダ」（２０３０アジェンダ）に含まれる持続可能な開発目標（Susta

inable Development Goals：SDGs）は、持続可能な世界を実現するための１７の目

標・１６９のターゲットから構成され、森林については、多くの目標に関連し、行

政や民間を通じてあらゆる主体が、「林業の成長産業化と森林の多面的機能の発揮」

等を通じて、SDGsの達成に向けて貢献が期待されている。

また、２０１８年６月に閣議決定された「未来投資戦略２０１８」に基づき、

林業の成長産業化と森林の適切な経営管理の実現のため、先端技術の導入等に

よる生産性の向上といった林業改革に取り組むこととされ、ＩＣＴの普及や無

人航空機による映像の活用などの新たな技術により生産性の向上と省力化を図

るスマート林業など林業イノベーションの推進を重要な取組と位置づけている。

さらには、「森林経営管理法」が２０１９年４月に施行され、適切な経営管理

が行われていない民有林を意欲と能力のある林業経営者に集積・集約するとと

もにそれができない森林の経営管理を市町村が行うことで森林の経営管理を確

保し林業の成長産業化と森林の適切な管理の両立を図ることとされた。

こうした状況の下、本道の森林資源が、戦後造林された人工林を中心に本格的な

利用期を迎えている中、北海道林業の成長産業化を図るとともに、道内の豊富な森

林資源を次世代に引き継ぐため「植えて育てて、伐って使って、また植える」とい

った循環利用を確立することが求められている。

また、平成２４年７月より「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」が始まり、

道内においても木質バイオマスを燃料とする大規模な発電施設が本格稼働している

ところであり、道内の木質バイオマス資源に対する需要が急激に増加している状況

にある。

さらに、令和２年４月には、林業・木材産業の幅広い知識と確かな技術を身につけ、

将来的に企業の中核を担う地域に根ざした人材を育成する「北海道立北の森づくり

専門学院」の開校など、本道の森林・林業をめぐる状況は大きな変革期を迎えてお

り、人口減少が全国よりも早く進む本道においては、機械化の推進により生産性の

向上やコストの低減を図り、収益性の高い林業経営を確立するとともに、省力化や

軽労化を図り、森林資源の循環利用を進めることが求められている。

そのためにも、森林環境に十分配慮しつつ、北海道に適した効率的な作業システ

ムの構築や、それに対応した技術者の育成など、高性能林業機械をより効果的に活

用できる取組を促していくことが重要である。

このため、有識者や関係業界で構成する「北海道高性能林業機械化推進協議会」

でご協議をいただきながら、平成５年に策定（平成21年改定）した「北海道高性能

林業機械化基本方針」の改定を検討してきたところであり、この度同基本方針の全

面的な改定を行い、北海道における推進方向を示すものである。
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北海道高性能林業機械化基本方針

第１ 北海道の森林・林業の現状

１ 森林資源の状況

北海道の森林面積は554万haと、全国の森林面積に占める割合は22%となって

おり、所管別では、森林面積の55%を国有林が占めるなど、全国平均に比べ公的

な森林の占める割合が高くなっている。(資料1-1）

また、森林蓄積は8億m3で、特に近年は戦後造林された人工林資源の蓄積が

顕著に増加している。（資料1-2）

森林面積の状況(資料1-1） 森林蓄積の推移(資料1-2）

㎥（千 ）

(出典：「森林・林業統計要覧」「北海道林業統計」）

人工林を樹種別に見るとトドマツが53.8％、カラマツが29.9％と、この2樹種で人

工林面積の83.7％を占め（資料1-3）、トドマツはⅨ齢級、カラマツはⅩ齢級を中

心に主伐期の林分が多い。（資料1-4）

平成29年度樹種別人工林面積(資料1-3） 平成29年度齢級別面積(資料1-4）

(出典：「北海道林業統計」）
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２ 森林の伐採・造林の状況

道内の森林伐採量は、近年は増加傾向にあり、伐採量に占める人工林の割合

も年々高まっており、近年では９割に達している。（資料2-1)

また、北海道内の造林面積は、昭和５６年度には、年間約２万８千haあったが、

平成２年度に初めて１万haを下回り、平成１２年度に約５千８百haまで減少したが、

直近１０年で見るとほぼ横ばいで推移している。（資料2-2）

今後は、利用期を迎えた人工林資源の増加を背景にした伐採量の増加に

伴い、その循環利用を通じ持続的な森林経営を確立することが、重要な課題で

ある。
森林伐採量の推移(資料2-1） 造林面積と皆伐面積の推移（資料2-2）

㎥( ） (ha)

(出典：「北海道林業統計」）

また、道産木材の自給率は、安価な輸入材との競合などにより、長期的に下落

傾向にあったものの、近年６割近くまで回復しており、木材価格は、近年では下げ

止まり、堅調に推移している。（資料2-3、2-4）

木材供給量と道産材供給率(資料2-3）

(出典：「北海道木材需給実績」）
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針葉樹素材価格の推移(資料2-4）

(出典：北海道水産林務部「木材市況調査」）

３ 木質バイオマス利用の状況

本道では、地域において木質バイオマスの熱利用が進められてきたが、平成

２４年７月より「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」が始まり、道内におい

ても木質バイオマスを燃料とする発電所が大規模な４施設をはじめ７施設が稼働

（令和２年２月現在）しており、木質バイオマス資源に対する需要が急激に増加し

ている状況にある。（資料3-1）

木質バイオマスエネルギーの利用状況(資料3-1）

(出典：北海道水産林務部林業木材課資料）
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４ 林業事業体・林業労働者の状況

（１）林業事業体の状況

道内の林業事業体数は、長い間、減少傾向にあったが、平成１７年度

以降上昇に転じている。事業種別に見ると直近１０年では素材生産業は

増加傾向にあり、造林及び種苗生産事業者は、横ばいの状況になってい

る。（資料4-1）
林業事業体の推移（資料4-1）

※兼業事業体があり、実際の事業体数と一致しない。 (出典：「北海道林業労働実態調査」）

（２）林業労働者の状況

道内の林業労働者は、長い間、減少傾向にあったが、平成２９年度では４，２

５３人となっており、平成１７年度の３，７８５人を底に増加している。

事業種別では、素材生産は増加傾向にあるものの、造林と種苗生産を主に

担う労働者は減少傾向にある。（資料4-2）

年齢階層別では、６０歳以上の割合は３２％と依然として高い水準にあるが、

平成２９年度は、３９歳以下の若年者の割合が２８％と、１０年間で４ポイント増

加するなど、年齢構成の平準化が図られつつある。（資料4-3）

林業労働者の推移（資料4-2） 林業労働者の年齢構成（資料4-3）

(出典：「北海道林業労働実態調査」）
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５ 林業労働災害の状況

林業における労働災害は、長期的には減少傾向にあるものの、労働者千人あ

たりの災害の発生割合を示す死傷年千人率は、比較して著しく高い状況が続い

ている。道内における死亡労働災害は、平成１５年から３０年までの１５

年間で９１件発生し、このうちチェンソー伐倒作業中の災害が最も多く、

５８件で全体の６３％を占めている。（資料5-1）

なお、フェラバンチャーやフォワーダの転落事故を含め１１件の車両系

機械による死亡災害が発生している状況にある。（資料5-2）

林業労働災害の推移（資料5-1） 死亡林業労働災害の内訳（資料5-2）

(出典：北海道水産林務部林業木材課調べ）
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第２ 北海道における林業機械化の現状

１ 高性能林業機械の保有状況

道内の高性能林業機械の保有台数は、導入支援事業の拡充などもあり、こ

こ１０年間で倍増し、全国一となっている。

機種別では、ハーベスターやフォワーダの保有台数が大きく伸びており、チ

ェンソーで伐倒し、ブル等で集材する全木・全幹集材システムから短幹集材シ

ステムへの移行が全道的に進んでいると考えられる。

また、集材にはクローラータイプの車両系機械が中心となっていることから、

森林作業道の作設のため、その他高性能林業機械（例えば、ザウルスロボ）

が、増加している状況にあると考えられる。

架線系集材機であるタワーヤーダーやスウィングヤーダーについては、道内

での稼働実績がほぼ確認できておらず、急傾斜地でのタワーヤーダ等を活用

した素材生産には、生産性や技術力など取り組むべき課題も残されている状

況にあると考えられる。

(出典：北海道水産林務部「高性能林業機械保有状況調査」）

２ 生産性の状況

平成２１年に改訂した「北海道高性能林業機械化基本方針」では、平成１８

年度実績８．４㎥／人・日を平成２９年度までに１２．８㎥／人日、約１．５倍に引

き上げることを目標としていたが、平成30年度における高性能林業機械を活用

した事業体の生産性は、９．４㎥/人日となっている。

※ その他高性能林業機械

・

・ フォワーダ保有台数には、グラップルローダの無い積載集材車両の台数は含まない。
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来の高性能林業機械7機種以外の高性能林業機械を含む。
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令和元年度高性能林業機械実態調査

全道の林業事業体及びオペレーター、全国の林業機械メーカー等を対象に

調査を実施

１ 経営者等

２ オペレーター

３ メーカー

４ 稼働実態調査
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第３ 北海道における林業の機械化の意義

林業の機械化は、労働安全の確保や生産性の向上、安定的な原木の供給

などを推進するうえで重要である。

また、重労働の軽減や季節的な制約の克服など、労働環境の改善を図る

ことで新規参入者の確保・定着を促進するほか、人口減少と木材生産活動

の増加に対応した省力化を進めるためにも機械化を推進する必要がある。

第４ 北海道における機械化の課題

１ 森林施業の効率化

伐倒・造材工程においては、生産性はもとより、安全性を向上させる

必要があるとともに、施業全体の生産性に直結する集材・巻立て工程に

おいては、さらなる効率化を促進する必要がある。

造林・育林工程においては、一貫作業システムの導入や、下刈り作業

の機械化などによる省力化・効率化を進め主伐後の再造林を確実に行う

必要がある。

２ 事業量の安定的な確保と路網整備

高性能林業機械を効率的に稼働させ、森林作業の低コスト化を図るた

めには、まとまった事業量の安定的な確保を図るとともに、機械作業に

適した路網を整備する必要がある。

３ オペレーターの技術力の向上

機械化作業システムの導入により生産性を向上させるためには、高い

技術力を保有するオペレーターを育成する必要がある。

４ 林地未利用材の有効活用

急激に増加する木質バイオマス資源への需要に対して、既存の木材利

用に影響を及ぼさないよう、林地未利用材を効率的に集荷・搬出する必

要がある。

５ 環境への配慮

林業機械の活用にあたっては、林地や河川等の環境への影響や、残存

木の損傷等を最小限に抑える等、適切な作業が重要である。
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第５ 北海道における高性能林業機械化の推進について

１ 主伐期を迎えた人工林施業における機械システムの確立

（１）高性能林業機械による伐倒の推進

人工林の造材工程においては、ハーベスタやプロセッサなどが主体に

導入され機械化が進んでいる。

一方、伐倒工程においては、依然としてチェンソー伐倒による死亡労

働災害の発生が多い状況を踏まえ、生産性はもとより安全性を向上させ

るためハーベスタやフェラバンチャによる機械伐倒を推進する。

（２）集材工程の効率化の推進

集材・巻立て工程においては、生産性の高い造材工程と均衡した新し

い集材機械を導入するなど、集材工程を改善し、低コストかつ効果的な

システムの確立を推進する。

（３）伐採造林一貫作業システムの導入

森林の循環利用を進め持続的な林業を確立するために欠かせない造林

作業は、担い手不足の傾向を強めており、伐採・搬出時に用いる林業機

械を地拵え等に活用するなど、一貫作業システムの導入により伐採と造

林工程間の省力化・効率化を図るなど主伐後の確実な再造林を推進する。

（緩中傾斜地を対象とした伐採造林一貫システムの手引き）

（国立研究開発法人 森林総合研究所 北海道支所）

（４）造林保育機械など新たな技術等の開発・普及

平成３年（１９９８年）に農林水産省が公表した「高性能林業機械化

促進基本方針」においても、育林用の高性能林業機械の開発及び普及が

目標に掲げられていたが、造林作業の実用機械の導入・普及は低調であ

り、造林保育作業の担い手不足が進む中、労働負荷の低減を進めるため

に、乗用型下刈り機械など造林保育の機械化を推進する。
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【乗用型下刈り機械の試験状況】

（林業試験場 光珠内季報 No（抜粋））

２ 事業量の安定的な確保と機械作業に適した路網の整備

高性能林業機械を効率的に稼働させ、森林作業の低コスト化を図るた

めには、まとまった事業量の安定的な確保を図る必要があるため、地域

森林計画及び市町村森林整備計画に定められる林道・作業路網に関する

計画を踏まえつつ、高性能林業機械作業システムが最大限に能力を発揮

できるよう計画的に林道・作業路網の整備を推進する。

３ オペレーターの育成

安全な操作技術はもとより、機械の構造知識やメンテナンス技術の向

上が重要であることから、令和２年度に開校する林業・木材産業の専門

根株粉砕中（※左下にカラマツ根株） 下刈り試験の様子

図-1 カラマツ根株の大きさと粉砕時間の関係 図-2 下刈り作業効率の比較（根株密度:570 本/ha）

全部で１４１本の根株を粉砕した結果，根株の粉砕体

積とそれらの根株の粉砕にかかった時間の関係は図-1 の
ようになり、根株が大きくなるにつれ粉砕時間が長くな

っている。この関係式から、１４１本の平均的な大きさ

の根株（０．１７㎥、直径３０cm、根株高２５cm）の粉

砕時間を計算すると８８秒/本となっている。

根株粉砕作業を含む場合と根株粉砕無し（根株粉砕作

用後）の下刈り作業効率について、肩掛け式刈払い機に

よる通常の下刈り作業と比較した結果である。（図-2）

根株粉砕作業を行いながらでは、肩掛け式刈払い機に

よる通常の下刈り作業にはわずかに及ばないが、根株粉

砕無し（例えば、根株粉砕の翌年以降）では、肩掛け式

刈り払い機より３倍の効率で作業が可能となる。
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的な知識や技術を有する人材を育成する「北海道立北の森づくり専門学院」

と就業者の育成に向けた研修を行っている「北海道森林整備担い手支援セ

ンター」が、それぞれの特徴を活かした連携を図るなど、技能技術の向上

を目的とした効果的なキャリアアップを図る研修等を推進する。

さらに、複数の機械を操作できるオペレーターの育成を推進する。

４ 林地未利用材の集荷・搬出作業システムの確立

木質バイオマスを有効利用することは、森林資源の循環利用や地域の

雇用創出などに繋がる重要な取組である一方、既存の木材利用に影響を

及ぼすことなく原料を安定供給することが求められているため、今まで

集荷されず利用されていなかった林地未利用材を効率的に集荷・搬出す

る作業システムの確立と安定供給体制の構築を推進する。

【林地未利用材の集荷･搬出までの主な流れ】
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５ 環境に配慮した森林作業の促進

森林は多様な公益的機能を有している。そのため、高性能林業機械の

活用にあたっては、林地や河川等の環境への影響や、間伐時における残

存木の損傷を最小限に抑える等、適切な作業の実施に努め、健全な森林

の育成により、多様な機能の高度発揮を促進する必要がある。

このため、高性能林業機械の導入にあたっては、林地へ与える影響及

び周辺環境への負荷を最小限に抑えることが重要であることから、「北海

道における適切な森林整備等の実施に向けた指針」を踏まえた環境への

影響に配慮した作業方法等の継続的な取組みを促進する。
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第６ 北海道における機械化に関する目標

１ 北海道における生産性の目標

本方針は、道が策定した「北海道森林づくり基本計画（平成２９（２

０１７)～３８(２０２６）」を踏まえ、高性能林業機械を活用した事業体

の生産性を、平成３０年度実績９．４㎥／人・日を令和８年度までに１２.

９㎥／人・日に引き上げる事を目標とする。

ただし、目標とする指標は、安全性の確保や主伐後の再造林を確保を

前提とした指標であることに留意する必要がある。

＜指標＞

林業事業体の生産性（素材生産）１２．９㎥/人日（令和8年度）

２ 高性能林業機械を活用した作業システム

伐採区分に応じた高性能林業機械を活用した作業システムを以下のと

おり示し、普及を図るものとする。

○高性能林業機械を活用した作業システム（中・緩傾斜）

※各工程間の生産バランスをとり高性能林業機械の持つ生産性が十分に発揮できるよう留意する必要がある。

※造材・集材の工程は、採用するシステムによって前後する。

急傾斜地においては、チェンソー伐倒とスイングヤーダやタワーヤーダ

などの架線系車両機械の組合せにより、安全で低コストかつ生産性の高い

林業システムの確立について推進する。

３ 林業イノベーションの推進

（１）スマート林業の確立

道内の人工林が利用期を迎える中、森林資源の循環利用を進め、林業

の成長産業化の実現に向けて、ICT／IoTやAIなどの先進技術を活用し、

森林情報の精度向上、森林施業及び木材の生産・流通の高効率化、労働

者の安全衛生の確保などの様々な課題を克服する「スマート林業」を推

進する。

グラップル
（レーキ・バケット）

コンテナ苗
の活用

乗用型
刈払機

フォワーダ
（スキッダ）

グラップル
（ウィンチ）

ハーベスタ
フェラーバンチャ

ザウルスロボ
／グラップル

主伐

巻立て 地拵え 植え付け 下刈り

間伐

ハーベスタ
プロセッサ

グラップル

区　分
森林作業道

作設
伐　採 （木寄せ） 造　材 集　材
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【スマート林業の実例】

（２）無人化など高性能林業機械の高度化

国が推進する林業機械無人化技術の開発・普及などの取組と連携し、

林業労働災害の撲滅を推進する。

また、ケーブルアシストやテザートシステムなどのケーブル技術やエ

ンジンドローンによる苗木運搬など林業が取り巻く課題を技術革新に

より解決する取組みを推進する。
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北海道高性能林業機械化推進協議会構成員

区 分 氏 名 所 属・職 名

国立研究開発法人森林総合研究所北海道支所
佐々木 尚三 北方林管理研究グループ

研究専門員
地方独立行政法人北海道立総合研究機構

学識経験者 対馬 俊之 森林研究本部林業試験場
森林経営部長
地方独立行政法人北海道立総合研究機構
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進藤 秀樹
所長

林業機械 コベルコ建機日本株式会社北海道支社
メーカー

玉井 正浩
支社長
株式会社筑水キャニコム

中村 公徳 常務経営役員
松本システムエンジニアリング株式会社

松本 良三
代表取締役社長
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北海道森林組合連合会

遠藤 芳則 指導部長
北海道素材生産業協同組合連合会

工藤 穂
専務理事
林野庁北海道森林管理局総務企画部企画課

国有林 西浦 哉 課長補佐
北海道水産林務部林務局林業木材課

加納 剛
林業振興担当課長
北海道水産林務部林務局林業木材課林業木材グループ

立原 泰直
主幹

民有林 北海道水産林務部林務局森林計画課計画調整グループ
佐川 能人 主幹

北海道水産林務部林務局森林整備課整備調整グループ
小南 雅誉

主幹
北海道水産林務部森林環境局森林活用課林業普及グループ

淡路 素行 総括普及指導員兼主幹
北海道水産林務部森林環境局道有林課道有林整備グループ

道有林 佐藤 和弘 主幹

株式会社筑水キャニコム
米内 龍哉
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○北海道高性能林業機械化推進協議会開催経過
第１回 令和元年 ６月 ７日（金）
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